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平成 17 年３月期の業績見通しについて 
 
 
１．平成 17 年３月期(平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日)における当社の連結業績見通しは、次のと
おりであります。 

 
【連結通期】                                  (単位:百万円・％) 

平成 17 年３月期(予想) 平成 16 年３月期(実績) 決算期 
 

項目 
 構成比 前年比  構成比 

営 業 収 益 6,540 100.0 142.2 4,599 100.0

経 常 利 益 1,604 24.5 213.8 750 16.3

当 期 純 利 益 932 14.3 229.5 406 8.8

１株当たり当期純利益 37,128.55 円 38,859.88 円 

 
 
【連結中間期】                  (単位:百万円・％) 

平成 16 年９月期(予想) 決算期 
 

項目 
 構成比 前年同期比 

営 業 収 益 3,076 100.0 ―

経 常 利 益 706 23.0 ―

中 間 純 利 益 413 13.4 ―

１株当たり中間純利益 16,704.85 円 

 
（注）1.平成 16 年３月期の１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数により算出しております。また、

平成 17 年３月期(予想)の１株当たり当期純利益は、公募予定株式数(2,500 株)を含めた予定期末発
行済株式数 24,760 株により算出しております。 

2.当社は、平成 16 年６月１日に株式を１株につき２株の割合をもって分割しております。 
3.平成 16 年３月期に、初めて連結財務諸表を作成しておりますので、平成 16 年３月中間期との比較は
記載しておりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご注意：この文章は当社の平成 17 年３月期の業績見通しに関して一般に公表するための記者発表文であり、

投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 

    投資を行う際は、必ず当社が作成する「新株式発行届出目論見書」(ならびに訂正事項分)をご覧頂

いた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願いいたします。 



 
２．平成 17 年３月期(平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日)における当社の単体業績見通しは、次のと
おりであります。 

 
【通期】                                    (単位:百万円・％) 

平成 17 年３月期(予想) 平成 16 年３月期(実績) 決算期 
 

項目 
 構成比 前年比  構成比 

営 業 収 益 6,433 100.0 139.9 4,599 100.0

経 常 利 益 1,541 24.0 205.1 751 16.3

当 期 純 利 益 898 14.0 220.5 407 8.9

１株当たり当期純利益 35,749.84 円 38,954.62 円 

１ 株 当 た り 配 当 金     5,000 円       ― 円 

 
 
【中間期】                    (単位:百万円・％) 

平成 16 年９月期(予想) 決算期 
 

項目 
 構成比 前年同期比 

営 業 収 益 3,003 100.0 ―

経 常 利 益 683 22.8 ―

中 間 純 利 益 401 13.4 ―

１株当たり中間純利益 16,216.52 円 

１ 株 当 た り 配 当 金       ― 円 

 
（注）1.平成 16 年３月期の１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数により算出しております。また、

平成 17 年３月期(予想)の１株当たり当期純利益は、公募予定株式数(2,500 株)を含めた予定期末発
行済株式数 24,760 株により算出しております。 

   2.当社は、平成 16 年６月１日に株式を１株につき２株の割合をもって分割しております。 
3.平成 17 年３月中間期に、初めて中間財務諸表を提出しますので、平成 16 年３月中間期との比較は
記載しておりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご注意：この文章は当社の平成 17 年３月期の業績見通しに関して一般に公表するための記者発表文であり、

投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 

    投資を行う際は、必ず当社が作成する「新株式発行届出目論見書」(ならびに訂正事項分)をご覧頂

いた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願いいたします。 
 


